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　　　　　水田作経営における

冷害リスクマネジメントと水稲共済
　　　一水稲共済に対する主体的認識を中心に一

本郷 徹

1．課題と方法

　1）問題の所在と課題の限定

　2）水田作経営におけるリスクマネジメント

2．水稲共済の特質一諸農業共済事業との比較を中心に一

3．水稲共済の効果

4．継続保険効果の実態と主体的認識一災害頻度・程度に注霞して一

5．水稲共済のリスクマネジメントとしての主体的認識

　　　　　　　　　　　　　　　　　一被害僅少・甚大地区の比較によって一

　1）水稲共済の潜在的保険需要

　2）冷害リスク対策における水稲共済の主体的認識

　3）冷害リスク対策の異態と意識

　4）経済的対応における水稲共済の所得補填効果一93黛冷害を事例として一

　5）小　括一リスクマネジメントとしての水稲共済一

6．水田複合経営における水稲共済一花卉複合経営を事例として一

　1）冷害リスク対策実施における花卉作業の障害的側面

　2）花卉の危険分散機能と水稲共済の所得補填効果

　3）花卉複合農家のリスクマネジメント意識

7．結　論一水稲共済の経営的意義一

※　本稿は北海道大学修士論文『水稲共済の経営的効果および主体的認識に関

　　する実証的分析～冷害リスクマネジメントを対象として一』の要約である

　　（注1）。
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1．課題と方法

董）問題の所在と課題の限定

　1993（平成5）年は，　「コメ不足」という社会現象までも引き起こした未曾有

の大凶三年であった。農業は気象・天候に大きく規定される産業であるため，経

営主体は必然的に「自然災害リスク」という与件に対する何らかの対策・対応を

追求することになるのである。しかしながらこの93年冷害は農家の努力のみで被

害を回避iするには限界があることを我々に再認識させた。同年，農業共済制度が

わが国農業に対して絶大な効果を果たしたことは記憶に新しいが，1947年から施

行されてきた農業災害補償法は93年以外にも，幾度となく自然災害による不可避

的な経営変動を抑制し，農業経営の存続に寄与してきたものと考えられよう。

　1993（平成5）年は，　「コメ不足」という社会現象までも引き起こした未曾有

の大凶丁年であった。農業は気象・天候に大きく規定される産業であるため，経

営主体は必然的に「自然災害リスク」という与件に対する何らかの対策・対応を

追求することになるのである。しかしながらこの93年冷害は農家の努力のみで被

害を回避するには限界があることを我々に再認識させた。同年，農業共済二度が

わが国農業に対して絶大な効果を果たしたことは記憶に新しいが，！947年から施

行されてきた農業災害補償法は93年以外にも，幾度となく自然災害による不可避

的な経営変動を抑制し，農業経営の存続に寄与してきたものと考えられよう。

　しかしながら，特に稲作に関していえば，ここ数年に見られた歴史的な3つの

トピックスが，水稲共済に関する実態的把握の必要性を高揚することになるので

ある。3つのトピックスとは，第1に作況指数「74」を記録した93年の大凶作で

ある。生産技術の向上と近年の安定的な気象により，その必要性が薄れつつあっ

た水稲共済が同年，農業経営に絶大なる効果を発揮することになったのである。

第2にウルグアイラウンド交渉決着によるコメ部分開放の決定，そして第3に食

管法が廃止され，新食糧法が施行されたことである。第2，第3の「変革」は，

いずれもそのベクトルが稲作農家への保護後退へ向いているということができる。

水稲共済に代表される農業共済制度は，政府による農業保護政策の一つとする見

方があり，近い将来何らかの制度的改変が予想されることから（注2），長い間

ペンディングとされてきた水稲共済の実態的把握が必要となるのである。

①そもそも水稲共済は農業経営にいかなる効果を果たしているのか。

②経営主体はリスクマネジメントとして水稲共済をどのように認識し，経営内

　　に結合させているのか。

この2点を明らかにすることが本稿の課題である。
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　本稿は経営主体の意識，認識が分析対象となる。そこで，北村の水稲作付農家

全戸を対象にリスクマネジメントおよび水稲共済に関する全村意識調査を実施し

た。この意識調査は637戸配布中，530戸の回答を得ており（回収率83．2％），実

際の農家の意識，認識を検：抄するデータとしては，ほぼ充分なサンプル数を確保

しえたといえる。また，この意識調査には水稲共済の運営主体であるNOSA王

は関与しておらず，農家のバイアスはほとんど存在しなかったものと考えられる。

2）水田作経営におけるリスクマネジメント

　ここで本稿が対象とする水田作におけるリスクマネジメントの諸方策を整理，

分類しておこう。農業経済学におけるリスクマネジメントの先行研究（注3）が

少ないことから，ここでは企業経営におけるリスクマネジメント論を水田作経

営に援用する。

　企業経営におけるリスクマネジメントは被害の回避，軽減を目的とした「リス

ク・コントロール」と災害発生後の資金繰りの手段である「リスク・ファイナン

シング」の2つからなるとされている（注4）。

　表1に水田作経営における冷害リスクマネジメントの具体的方策を整理した。

「冷害リスク対策」　（Risk－Co批fO1）に該当する対策は，以下の3つとする。第

！に多作欝・耐冷性品種導入といった作付による危険分散，あるいは土地改良，

田畑輪換などの対策である。これらを「経営計画的対策」とよぶことにする。第

2に，成苗による移植，側条施肥などといった作付前に実施する「技術的対策」

がある。第1，第2の対策は冷害発生を予知し得ない時点に講じる対策であるこ

とから，　「事前的対策」とよぶことができる。そして第3に，深水灌灘i，追肥の

抑｛捌，くん煙といった，ある程度冷害の可能性が予知しうる，あるいは冷害とま

さに直面する時点で実施を決定する「応急的対策」がある。

　しかしながら，以上のような冷害リスク対策を講じたとしても，被害の回避・

軽減には自ずと限界が存在する。そこで被害が発生した後の財務的な対応が必要

となる。これを「経済的対応」　（Risk－Financing）とよぶことにする。経済的対

応とは所得減を補填するといった対応なのであるが，本稿ではこれに「支出抑制

対応」を加えることにする。

　ところで，表1には，「経営計画的対策」の中に「水稲共済への加入」を含め

ている。企業経営におけるリスクマネジメント論においては，保険はリスク・フ

ァイナンシングの手段であって，リスク・コントロールには含まれないのが普通

である。しかしながら，農業が自然条件による影響が大きいという特殊性をもつ

という産業的特質から，事前的に共済に加入するという経済行動の重要性はさら
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に増大すると考えられる。そこで本稿ではこれを，事前的・経営計爾的対策の一

つとする（注5）。

　また，本稿では「対策」という用語を事前的および災害発生中の措置（

preparation，　counterplan），　「対応」を災害発生後の事後的措置（reaction，

cope　with）という意味で区別して用いることにする。

表1　水田作経営における冷害リスクマネジメント

時期

区分

対策・対応

　区　分

具体的対策および対応

冷害リスク

　対策

（Rlsk－

Contro1）

事前的

経営計画的対策

技術的対策

多作目導入，耐冷性品種の確保，

水稲共済への加入，土地改良，田畑輪換

成苗移植，側条施肥，櫃わら搬出，防風網

災害

発生中
応急的対策 深水灌概，追肥抑制，くん煙

経済的対応

（R至sk一　　　　　　　事チ麦自勺

Fina轟cing）

所得補填対応

支出抑制対応

水稲共済による補填，資金借入，

兼業および救農土木，資産処分

投資抑制，消費節減

2．水稲共済の特質一二共済事業との比較を二心に一

　本章は，水稲共済の基本的制度の整理を行った後，農業共済事業における水稲

共済の位置づけと，その特質に関して全国データを用いて考察を行った。特に注

目すべき点としては，受取共済金と掛け金の累計を比較した場合，受取共済金が

上回っており，さらに激甚な冷船蛸であった1993年を除いたとしてもなお，農家

受取額が支払い額を上回っているということである。

1本章の考察については本郷（1995a）を参照されたい1
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3．水稲共済の効果

　水稲共済にはいかなる効果が存在するのか。考えられる効果および本稿で扱う

その効果掲標を整理しておこう（図1）。農家に対する水稲共済の効果として考

えられるものには次の3点があげられる。

　まず第1に，災害発生年の農家の所得減を補填するといった最も基：本的な「所

得補填効果」である。以下の分析においてはこれを受取共済金の額によって表す

ことにするが，農家問の作付面積の格差を除去するために，必要に応じて「所得

補填率」＝（受取共済金）／（販売額＋共済金）を用いることにする。

　第2に，水稲の作柄は豊作，凶作が不規則に繰り返されることから，災害年の

みに着召するのではなく，ある一定のタームにおける累積的な効果に関して検討

する必要がある。本稿ではこれを「継続保険効果」と称し，「共済差引」　（罵受

取共済金一支払掛け金），および「受取率」　（＝受取共済金／支払い掛け金）に

よって表すことにする。

　第1，第2の効果指標は経済面からみた直接的な「保険効果」であるのに対し

て，第3の効果は経営主体の心理面に影響する効果であり，具体的には経営主体

に安心感といったサービスを提供する種の効果である（心理的効果）。この効果

は作付や投資等にも影響を与えている可能性が考えられるのである。

　以上の3効果以外にもまた，特に稲作が地域の基幹産業となっている地域にお

いては，水稲共済の共済金が，凶作による地域経済の停滞を緩和する等といった

付随的な効果（地域経済活性化効果）が存在していることが考えられるのである

が，本稿の課題に即して，この効果については分析対象から除外する。また，心

理的効果に関しては明示的な評価が困難であることから，以下の分析においては

特に第1，第2の経営的効果（保険効果）を中心に分析をすすめることにする。

水稲共済の効果

・経営的効果

・所得補壌効果

・継続保険効果

・心理的効果

・地域経済活性化効果

｝騰三

図1　、水稲共済の効果
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4．継続保険効果の実態と主体的認識一災害頻度・程度に注霞して一

　本章においては，空知北村を事例として，時期および地域比較によって水稲共

済の継続保険効果の実態を検討した。過去20年（注6）というタームを見れば

（表2），一戸当たり共済差引はプラス6！8万円となっているのがわかる。すな

わち受取分が支払い分を大きく上回っているのである。しかしながら，この20年

間には災害多発期（75～83）と安定期（84～92）という時期が明確に見てとれる

ことからそれぞれ計算すると，特に安定期には，共済差引がマイナスとなってお

り，掛け捨ての時期も見られた。次に過去の被害率が比較的低い被害僅少A地区

とそれの高い被害甚大B地区を事例として，同様に共済差引を比較すれば，トー

タルでは被害甚大B地区の方が共済差引は高く，継続保険効果が認められるので

あるが，特に安定期に注目すれば，掛け金水準の高いB地区の方がそのマイナス

額も大きく現れていた。

　最後に近年10力年の共済差引を農家がどの程度正確に把握しているのかにつ

いて検討した。農家実態調査および全村意識調査による結果，いずれもその共済

差引を実際よりも過小評価している傾向がみられた。

　　　　　　　【本章の考察については本郷・志賀（1995）を参照されたい。】

表2　災害多発期・安定期の水稲共済累計比較

（円）

～戸当たり差引　　10a当たり差引　　共済金受取率

過去20年　　（74～93）

災害多発期（75～83）

安定期 （84～92）

（参考）1993年（冷害年）

6，177，676

2，667，578

一1，449，089

4，366」12

88β83

48，983

一26，637

56，205

23396

297％

32％

！530％

資料：空知中央NOSAI資料より作成。

　注：『農村物価賃金統計』　「農村濤費者物価指数（総合）」でデフレート。

　　　1990年竺100

一22一



5．水稲共済のリスクマネジメントとしての主体的認識

　　　　　　　　　　　　　　一被害僅少・甚大地区の比較によって一

　北村は現在58自治区に区分されている。93年における被害率が55％以下の地

区群を「被害僅少地区」，逆に75％以上層の地区群を「被害甚大地区」として

グルーピングし，全村意識調査の分析区分とする。

1）水稲共済の潜在的保険需要

　水稲共済は現在当然加入綱が採用されているために，農家の加入意向が畑作物

共済等のように引受率（加入率）といった形で明示的に現れない。そこで水稲共

済の潜在的な保険需要の実態を明らかにするために，全村意識調査によって，

　　（a）現在の掛け金水準で加入が任意化された場合

　　（b）掛け金が現在の2倍に設定された場合（注7）

の2つのケースにおける加入意向を尋ねた。（b＞のケースにおける加入意向率は

「水稲共済を極めて強く必要罪している農家率」と言いかえることができよう。

この集計結果を図2に示している。（a＞のケースにおいては，加入意向を示す農家

が80％を上回っており，保険需要が高く潜在していることがわかる。一方，（b）の

ケースについて見ると，（a）に比べれば，その率が急減しているのであるが，現在

の2倍の掛け金を支払ったとしても約3割もの農家が，なお加入を希望している

のであり，水稲共済を極めて強く必要視している農家が一定のウェイトで存在し

ているといえるのである。

　　　　　ぼ　　　蓑灘’．
　　　　ロ　　　ら　　　戦

非加入避

19．6％

灘
議’

ウ，

懸

§

難夢

　加入
27．8％

羅獄

回覧加入

講72・2％霧
・㍉・窯・

加入

80．4％

ダ審預1∫τ…；㎞（aメ現需生1∂〉手圭「τチ金一｝

内饗∵（『）非卦し71金．『警⊥一｛

　　図2　水稲共済の加入意向
資料：全村意識調査より作成。
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　この水稲共済に対する加入意向を規定する要因としてまず考えられるのが，

過去の被害率（災害抵抗性）の差である。被害率の高い（災害抵抗性の弱い）

地区においては93年冷害に端的に見られる受取共済金の高さ，前章で検討し

た長期タームにおける継続保険効果の高さ等から，特に加入意向が顕著に現

れることが想定される。そこで図3によって加入意向率を93年の被害率の大

小によって比較する（注8）。（a＞の現行掛け金を踏襲したケースにおける加

入意向を比較すると，各層ともにさほど大きな差は見られず，被害率の差，

すなわち災害抵抗性の差はその保険需要を規定している要因とは必ずしも言

えないのである。このことは，水稲共済が仮に任意加入制に移行したとして

も，一般的に予想される「逆選択」（adverse－selecもion）は発生しないというこ

とを示唆しているのである。

　次に素図によって，（b＞掛け金が2倍に設定されたケースに関して見ると，各層

とも加入意向は低位に現れているのであるが，被害率75％以上のいわゆる被害

甚大地区は55％以下の僅少地区の1．5倍以上の加入意向率を示していることがわ

かる。仮に掛け金が2倍になった場合，　（北村の一戸平均作付面積8haとすると）

僅少地区の一戸当たり掛け金は50万円程度になるのに対して，甚大地区では90

万円近くになるのである。経営費に占める掛け金の負担感は甚大地区においてさ

らに増大することを考えれば，このケースにおける加入意向の差は図の数字以上

に甚大地区の方が強固といえ，水稲共済を極めて強く必要干している農家のウェ

イトは甚大地区の方がより高いということができるのである。

　90
（％）

　80
加
　70入
膏
’ゆ’ U0
向

燦
＋50

在

掛

け20
含

　10

現・・｝

の30レ

o

F
［、

79．1

－7ら2

80．3 82．2

（％）

　　　　～55　　　　　　　55～65　　　　　　65～75　　　　　　75～

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（％）　　　　　　　　　　　93年冷害の被害率

　　図3　93年における被害率別の水稲共済加入意向
資料：全村意識調査より作成。
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　（a）の加入意向率は数字上は被害僅少，甚大地区とも同水準となっていたの

であるが，（b）の結果からわかるように，その中には経営主体の水稲共済に対

する必要視意識の強度の差といった質的な差異が存在していたといえるので

ある。そしてこれは共済以外のリスクマネジメントへの意識にもその差異が

みられることが考えられるため，以下では水稲共済を含めたりスクマネジメ

ント意識を総体的にとらえることによって，水稲共済に対する経営主体の考

え方を検討することにする。

2）冷害リスク対策における水稲共済の主体的認識

　本節では，冷害リスク対策としての水稲共済の主体的認識について検討するこ

とにする。全村意識調査によって，以下のような質問をした。

　　冷署対策としては，以下のような対策が考えられますが，この中で璽要と

　　思うものを上位3位までお答えください。

①多作目導入による危険分散　②耐冷性品種の一定量確保　③土地改浸

④田畑輪換　⑤水稲共済　⑥稲わらの搬出　⑦側条施肥　⑧成苗移植

⑨防風網導入　⑩深水灌慨の徹底　⑪追肥の抑制　⑫くん煙の実施

　この集計結果を表3に示している。表を見れば，最も重要な冷害リスク対策と

して「水稲共済」を回答した農家は478戸出202戸，42．3％を占めており，水稲共

済を冷害リスクへの主たる対策と考えている農家が分厚く存在していることがわ

かる。しかしながら，同表の水稲共済を第2位として回答した農家率を見ると，

その数が顕著に低く現れていることが見てとれる。そこでそれぞれの冷害リスク

対策の項目について，その項目を第ユ位として回答しなかった農家の中で，第2

位にその項穏を回答した農家率を「実質2位回答率」として示した。水稲共済を

例にとれば，第1位にこれを回答しなかった農家は478－202竃276戸であり，そ

のうち第2位に水稲共済を回答した農家は27戸であるから，　（27／276）×100篇

9．8％となる。水稲共済は「実質2位回答率」が第1位回答率に比べてはるかに

小さく現れており，他の対策に比べてそのギャップが著しいことがわかる。すな

わち水稲共済を冷害リスクへの最重要対策として認識している農家が分厚い層を

形成している一方で，その重要性をほとんど意識していない農家が存在している

ことが示唆され，水稲共済の評価には農家間に大きな差異が見られるのである。

　また，表のSCOREに注目すると水稲共済の次に高いウェイトを示しているの

が，応急的対策としての深水灌概の徹底である。また，3位以内にそれを選択し

た農家率，つまり「選択農家率」について見れば，深水灌概はほぼ60％となって
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おり，水稲共済と同程度の水準を示しているのである。深水灌概の第1位回答率

は18。4％となっており，水稲共済のそれ（42．3）と比べれば歴然とした差が存在

しているのであるが，深水灌概は1イ立～3位に一定のウェイトを保って回答が分

散していることから，その冷害対策としての重要性が広く認識されていると考え

ることができ，リスクマネジメントとしての評価には大きな農家問差が見られる

水稲共済とはこの点で対照的といえるのである。

表3　冷害リスク対策の意識（全村）

圏答数構成比 SCORE 選　択 実質2位

冷害リスク対策 1位 2位 3位 （構成比〉 農家率 圓答率

経営

水稲共済 42．3 5．8 】4．5 724 （25．8） 6L3 9．8

計 酎冷性品種 16．7 18．8 7．0 445 （15．9） 41．4 2L9
画的

多作目導入 4．6 7．1 9．3 173 （9．3＞ 20．玉 7．2

対 土地改良 7．3 隻5．4 9．3 288 （茎0．3） 30．8 ！6．0

策
田畑輪換 L5 45 5．7 88 （5、7） II．1 4．5

技 成苗移植 4．o 10．8 7．9 192 （7，9） 21．8 ユ0．9

術的

田田施肥 2．7 7．1 7．5 】38 （7．5） 16．5 7．1

対 稲わら搬出 Lo 5．4 4．3 84 （43） 至0．3 5．3

策
防風網 0．6 Li 48 40 （4．8） 6．1 Li

応 深水灌概 玉8．4 20．8 23．玉 558 （ユ9．9） 59．8 24．6
鍾対八⊃、

I策
追肥抑鋼 0．8 3．0 6．8 70 （6．8＞ iO，0 3．0

くん煙 0．0 0．0 L4 6 （1．4） L3 0．0

有効圃答数 478 462 嗣8 2806 （100） 478 462

経営計画的対策

　技術的対策

　応急的対策

72．4

8．4

19，2

51．7

24．5

23．8

45．7

24．4

3L2

1717　（61．2）

455　（16．2）

634　（22，6）

資料：全村意識調査より作成。

注1：「SCO艮E」は1位×3＋2位×2＋3位Xユで算出した。

　2：「SCORE」　「選択農家率」は1位のみ，ユ・2位のみ記入の圃答についても全て集計した。

　　　　　　　　　　2位回答数
　3　：2位重：視率篇・．．一．．一一　．　　　＿＿．．×100

　　　　　　　　　478－1｛立巨1！無数

　　　　　　　　　（ユ位十2位十3位〉図答数
　姦＝選択農家率二．．一．．．一．．一．　一一…　．X100

　　　　　　　　　　　　478

　5：「有効回答数」のSCOR£はSCORE合計を示す。
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　次にこのリスクマネジメントにおける水稲共済の意識を被害率（災害抵抗性）

の差によって検討することにしよう。表4は表3と同様に算出したものを前出の

被害僅少，＝甚大地区別に示したものである。水稲共済を第1位として回答した農

家率をそれぞれ比較すれば，被害僅少地区では5L6％と半数を上回っているのに

対して，甚大地区は37．4％と相対的に低く現れているのがわかる。またSCORE

構i成比にも同様にその差が見られており（僅少30．2，甚大23．3），冷害リスク対

策における水稲共済の評価は明らかに被害僅少地区の方が高いといえる。特に被

害甚大地区に関しては，水稲共済の選択農家率が57．5％であるのに対して，深水

灌概のそれが62．4％と，リスクマネジメント意識におけるその地位が逆転してい

るのである。
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　冷害リスク対策における水稲共済の評価は被害甚大地区の方が相対的に低位に

現れたのであるが，前出の加入意向率に見るように，いわばそれの絶対的評価に

おいては両地区ともほぼ同様の水準であった。したがって，この冷害リスク対策

における両地区の評価の違いは比較対象である共済以外の対策意識の違いによっ

て生じたものと考えることができる。

3）　冷害リスク対策の実態と意識

　本節では冷害リスク対策の実態とその意識を農家実態調査（前出のA，B地区）

によって明らかにする。表5によれば，被害甚大農家の方に冷害リスク対策への

積極性が明らかに強く見られる。特に深水灌概は緻密な管理を必要とする対策の

典型であり，被害甚大農家の深水重視傾向は，リスク軽減への意識の強さが端的

表5　冷害リスク対策の実施状況

1993年の経営概要
…

冷害リスク対策
…

曾

水稲 水稲　i i経営語i珂的 技術的　　応急的

農家 単収 被騨i 作付面積くa） ゆき／きらら ム　「レ
窒鞄c 深水

番号 （kg／10a） （％）i 水稲 麦 花卉 その他i 比率　　　方式 灌概

A1 278 　　．S8．6i 251 0 0 37i　…

ユ63　　　稚 X

被 A2 243
　　…
T5．Oi 1091 266 0 oi 99　中・稚 ×

霧 A3 272
　　…
S9．8i
@　…
1595 o 0 44　　　中 ×

僅 A4 269 　　畢T0・3i 402 0 0
2i…

60　　　稚 ×

少 A5 251 54・5i 820 0 0 oi 173　中・稚 ○

農 A6 282 47．gi 523 75 0 oi 73　　　稚 ×

家 A7 268
　　…
TL3i 798 81 0 116　　　中 ×

B1 83
　　…82．3i

957 220 0 oi
167　　　成 ○

B2 119
　　…
V53i　　… 504 50 6 94　　　成 ○

被 B3 28 94．li 640 50 0 　．U9i 】42　　　成 ○

害 B4 135
　　…
V4．6i
@　…

982 182 0 425　中→成 ○

甚 B5 81 　　．W2．5i 465 35 0 42i 564　　　中 ○

大 B6 130
　　…
V5．Oi

@　…
690 201 18 　…P01i 289　中→戒 X

農 B7 80 83，8i 708 1i4 0 　＝P07i 301　　　中 ○

家 B8 95
　　…
WLli 592 57 24 　…

P4・雀i 309　　　中 ○

B9 67
　　…
W6，8i 499 150 0

73i
／93　　　　中 ×

資料：「水稲単収」　「水稲被害率」は北村産業経済諜資料よi，Q

　　　その他は農家実態調査より作成。

　　　　　　　　　　　ゆきひかり作付辮積
注ユ：「ゆき／きらら比率」＝一一一一一…一一一一…一一一×100，93年の作付である。

　　　　　　　　　　　きららで蓋付1薩積

　2：B4，　B　6農家は93年には中立を使弔していたが，現在は成1「1Ifを使陣している。

　3：「深水灌概」は，93年冷害年において「実施できた」瓢○，　「実施できなかった」罵x
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に現れた例といえよう。これが表4における相対的な水稲共済の評価の差異を生

じさせた要因と考えられる。

　リスクマネジメント意識における水稲共済の地位は，水稲共済そのものに対す

る評価よりも，それ以外の対策に対する意識に規定される面がより強いといえ，

リスクマネジメント意識において水稲共済と諸対策との問には相互補完性が指摘

できるのである。

4）経済的対応における水稲共済の所得補填効果一93年冷害を事例として一

　本節では93年冷害における事後的・経済的対応を対象として，水稲共済の所得

補填効果と経済的対応としての水稲共済に対するリスクマネジメント意識を考察

した。同年には住宅の改築を見合わせるなどといった消費節減対応も見られた。

救農土木事業はほとんど所得補填効果を有していなかったのであるが，共済を除

いて比較的金額が大きかったのは天災資金等の資金借入であった。

　被害僅少農家は，所得補填における共済の依存度が栢対的に強く，資金借入申

請等の経済的対応に対する積極性が見られなかった。受取共済金の絶対的な金額

比較では当然被害甚大農家の方が高額となるのであるが，これらの農家は共済金

受給前の対応である資金借入申請等によって水稲共済金がどの程度受給できるの

かという「リスク」に備える傾向が窺われた。

5）小　括　一リスクマネジメントとしての水稲共済一

　水稲共済の潜在的保険需要は被害僅少・甚大両地区ともほぼ同水準であった。

次に経営主体の水稲共済に対する意識についてみると，被害僅少（災害抵抗性の

強い）地区の農家は冷害リスク対策，経済的対応の両局面において，水稲共済を

強く重視する傾向が見られたことから，被害僅少農家の対策・対応は「共済依存

型」リスクマネジメントということができる。逆に被害甚大（災害抵抗性の弱い）

地区の農家は水稲共済と同時にその他の対策をも積極的に実施しているために，

相対的に冷害リスク対策における水稲共済依存度は低位に現れた。しかしながら，

加入意向に対する意識は決して低くはなかったことから考えれば，被害甚大（災

害抵抗性の弱い）地区の農家は水稲共済をリスクマネジメントの申心に据えなが

ら，他の対策・対応をも併用実施する「共済利用型」リスクマネジメントとよぶ

ことができる。経営主体のリスクマネジメント意識においては水稲共済がそれ以

外の諸対策・対応と相互補完的に結合しているのである。
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6．水田複合経営における水稲共済一花卉複合経営を事例として一

　本章では，水稲単作的な経営に比べて経営に占める水稲ウェイトが低いと考え

られる複合経営（C地区）をとりあげ，そのリスクマネジメントの特徴ならびに

水稲共済に対する主体的認識に関して考察することにする。C地区農家の被害率

は村平均に近く，水稲と同時に花卉生産への取り組みが特徴的である（表6）。

花卉は面積当たりの収益性が水稲に比べて極めて高いことから，経営における花

卉部門の地位は面積ウエイト以上に高くなるのである（表の「販売額に占める水

稲比率」を参照）。水田花卉複合経営農家（以下「花卉複：合農家」とする）を特

に事例とした理由は次の2点である。第1に花卉生産は集約的であり，極めて労

働力を多く挙要とする作目であるため，これが水稲の管理作業徹底の障害となっ

ている可能性が考えられること。そして第2に（この地区においては）花卉生産

の大半がハウス栽培であるため，天候，気温の変動による花卉作柄への影響は小

さく，大冷害年においても一定の所得が得られるという危険分散意識の存在から，

北村の大部分がそうであるような水稲単作的経営のリスクマネジメント意識との

相違が予想されることである。

表6　事例農家の経営概要

　　　　　93で1…び）イ乍｛イ『憤i養責（a）

農家

番号　　　水稲　　　麦　　花卉　その他

　　　　　販売額に占める　　　水稲　　水稲

　　　　　水稲比率（％）　　　単収

水稲の　　93年　　　　94年　　　93年　　93年
1四手責上ヒ｝幸｛　　　～分｛琴∠f｝こ　　　　　　刊こ向三　　　　（衰9／10a）　　（％）

Cl

C2

C3

C4

C5

C6

C7

720

894

682

898

788

976

6馴

75

］77

玉08

0

　2

26

M嚢

95

50

鋼

74

63

45

70

10

0

0

圭6

0

｛｝

0

80ρ

79．8

81．8

9Q．9

92．4

93．2

752

45．4

36．ま

64．2

45．4

28．9

づ3．8

3生2

47．5

70．6

67，2

？o，7

54．4

67，6

49．o

207

183

225

175

194

i76

242

58．7

63．4

542

64．3

63．4

669

・19．7

　　ざドナ勾　　　　　　800　　　　・？6　　　　63　　　　　4

　　　　　　　　　　　　＼戸／
（妨）北棚・均　754　96　　垢

84．9　　　　42．6

84，2　　　　663

61．0

78．鷹

200　　　60．圭

2凄0　　　　59．〔〕

資料：北村産業経済課資料，空知串央NOSAI資料，農家実態調査より作成。

　　　また，北村平均は『北海道農林水産統計年報」　郵生産農業瞬得統計』　『農業基

　　　本調査』，北村産業経済課資料より作成。

　注：北村平均の平年の販売額水稲比率はデータの制約上，92年を使縦した。

　　　92年の北村作況指数は98，94年は102である。
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1）　花卉生産の冷害リスク対策実施の障害的側面

　前章において水稲共済とリスクマネジメントの諸方策との相互補完性を指摘し

た。花卉は作物特性上極めて労働力を必要とする部門であることから，これが水

稲の冷害リスク対策徹底の障害となっている側颪が想定される。そこで，本節で

は花卉複合農家の冷害リスク対策（水稲）の実態を明らかにすることによって，

この障害的側面を検討する。

（1）経営計画的対策（耐冷性品種の一定量確保）

　周知の通り，きらら397は価格面においてゆきひかりよりも有利な品種であり，

全道的にもきららの作付が増加する傾向は見られるのであるが，花卉複合C地区

においては，これ以外にも相対的に耐冷性に劣るきららの作付ウェイトが増加す

る要因が存在していた。C地区ではかつで水和剤による共岡防除を実施していた

のであるが，集約的な花卉生産が同地区に普及されてゆくにつれて（注9）共同

防除出陣の日程調整が困難となり，ついに90年から防除が個別化している。し

かしながら，水和剤防除は4～5入の労力を必要とするため，個別防除移行後の

水和剤防除実施は現実的に不可能となり，粉末防除に転換している。この粉末防

除の防除効果は水和剤防除の！／6程度とされていることから，水和剤と同様の

効果を得るためには単純計算で粉末防除は6圏の実施が必要となるのであるが，

実際は2～4回程度の防除実施が一般的となっている。すなわち防除個別化によ

ってその効果が減少し，病虫害発生リスクが増す結果になったのである。C地区

農家の回答によれば，近年冷害よりも病虫害の不安の方が大きくなっており，こ

のために耐冷性の強いゆきひかりよりも耐冷性は弱いが耐病性に優れたきららの

作付ウェイトが高まるという動きが存在していたということである。以上の例は

間接的ではあるが，花卉生産が経営計画的対策としての耐冷性晶種（ゆきひかり）

作付を減少させ，冷害リスクを増幅させることになった一例ということができる。

（2）技術的対策（成苗移植）

　次に技術的対策としての育苗方式に関して見てみよう。前掲表5によれば被害

僅少A地区では稚苗が，甚大B地区では成苗が主流であったのに対して，花卉複

合C地区は中津育笛が一般的となっていた。C地区は93年の被害率（災害抵抗

性）が北村の平均的であったことから，この中苗主流の傾向は容易に理解できる。

しかしながら実際にはこれに加えて，冷害リスク対策としての成苗育苗の効果を

認識していながらも，花卉の存在からその導入を見合わせているというケースが

存在していたのである。

　C地区の農家は花卉の定植時期やハウスの有効利用面を勘案して，水稲育苗後
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に花卉を作付けている農家が多く見られる。花卉はアルカリ土壌を好む性質の作

物なのであるが，水稲を成苗で育苗した場合，土壌に水稲の苗の根が残存し土壌

が酸性化するために，これが花卉生産に不適な土壌となってしまうのである。水

稲単作的農家には見られない成苗導入に対する障害が存在しているのである。以

上から技術的対策の局面においても花卉生産が冷害リスク対策の障害となる側面

が確認されるのである。

〈3）応急的対策（深水急減の徹底）

　次に応急的対策としての深水灌概について見てみよう。水稲の作付面積あるい

は圃場の分散程度によっても多少の差はあるが，水管理のために全圃場を点検す

るには1～2時間程度を要するといわれている（農家聞き取りによる）。また，

畦畔の漏水箇所の修繕作業等を行ったとすると，さらに多くの時間を要すること

になるのである。したがって冷害リスク対策として重要な水管理（深水三三）の

実施には花卉作業との競合という労働力側面の問題が考えられるのである。

　C地区で生産されている花卉の品種は多種多様であるため，夏から秋にかけて

間断なく花卉の出荷が続いており，深水灌概を必要とする前歴期間・出穂期（冷

害危険期）にも多くの花卉作業が競合することになるのである。一般的に花卉出

荷は9～10月の水稲収穫期に減少させるような作型を達i罪していることから

（注10），その前の深水灌概の時期には特に出荷が集中することになっている

のである。

　深水灌概は昼間止水・夜間灌概が基本であり，北村においても早朝入水または

夕方入水が一般的となっている（注ll）。ところが同時期の早朝には花卉の箱詰

め作業および農協への出荷作業が（注12），また夕方には，雇用を入れてもなお

労働力が不足するほどの花卉収穫作業が行われるのである。これがまさに水田へ

の入水・点検作業と競合することになり，その作業の重要性の序列から花卉作業

が優i先され，水管理が疎かにならざるをえない側面が存在しているのである。花

卉の作業が深水灌概徹底への障害となっているケースである。

（4＞　　ノ」、　　国津

　以上，花卉という他作目の導入が冷害リスク対策の障害要因となるケースにつ

いて検討してきた。冷害リスク対策実施への障害は結果的に冷害リスクを増幅さ

せることになることが考えられる。冷害リスクが増幅するということは，いわば

「被害甚大地区」的な性格に近づくことを意味するのであるが，花卉複合農家は

対策徹底に対する障害要因を経営内に内包しているため，甚大地区のような徹底

した対策実施は困難となるのである。したがって同地区の農家は必然的にリスタ
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マネジメントにおける水稲共済の重要性が大きくなることが考えられ，甚大地区

的なリスクに直面していながら，僅少地区的なリスクマネジメント（共済依存型

リスクマネジメント）に向かうと考えられるのである。

2＞花卉の危険分散機能と水稲共済の所得補填効果

　頼平（197のは「純収益の変動方向が相互に独立的かまたは逆梢関関係に

ある生産部門を組合わせて，多角化によって危険の回避をはかる」ことを「安定

選好対策」　（注13）の一つにあげている。花卉は施設園芸であるために，冷害

の影響は小さく，冷害年にも一定の収量が得られることから，冷害リスクに関し

て言えば花卉と水稲とは「純収益の変動方向が桐互に独立的」な生産部門に該当

するものといえよう。したがってこれは冷害における経済的な危険分散機能を有

するものと考えられるのである。表7の「水稲共済所得補填率」に見られるよう

に，花卉複合農家は経営全体から見た共済の所得補填効果は小さく，花卉部門の

存在による危険分散機能によって，水稲共済の必要性は小さくなることが考えら

表7　花卉複合農家の所得補填効果 （万円，％）

農家

番号

　　93年の販売額内訳

計　　　　水稲　　　　花卉　　　その他

　受取　　水稲共済

共済金所得補填率

Cl

C2

C3

C4

C5

C6

C7

Mso

1660

】246

948

12玉O

BO2

2190

400

600

810

430

350

570

750

！ooo

960

400

500

860

700

1、400

50

100

36

i8

　0

32

40

383

525

350

575

550

660

30玉

20．9

24．0

2L9

37．8

3L3

33．6

i2．1

7戸平均

北村平均

三429

8M

559

540

831

30

39

243

478

482

25．9

37，2

資料：『生産農業所得統計』　『農業基本調査』，空知中央NOSAI資料，

　　農家実態調査より作成Q

注1：北村平均は「計」は耕種粗生産額合計を稲を作付けた農家数で除した。

　　以下同様。また受取共済金は北村共済金合計を引受戸数で除した。

　　　　　　　　　　　　受取共済金
　2：水稲共済所得補填率一一・一一一・一一一一一一一一一…一　×100

　　　　　　　　　　　販売額計＋受取共済金
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れ，花卉複合農家の水稲共済に対する評価が低く存在していることが予想される

のである。

3）花卉複合農家のリスクマネジメント意識

　花卉複合農家の危険分散意識を尋ねたところ，農家は水稲と花卉の2部門を完

全に別個の経営として認識しており，ある部門の減収を他の部門で補おうとする

考え方はみられなかった。したがって経営主体は多作目導入による危険分散とい

うリスクマネジメントではなく，各部門内で完結したリスクマネジメントを追求

しているといえるのである。このことは例えば，花卉部門に存在する価格変動リ

スクへのリスクマネジメントとして「確実に最低限の価格で売れる花を一定面積

確保しながら，勝負の（価格が高くなる可能性がある）花を作っており，花は花

で危険分散している」のだというC7農家の回答に端的に示されている。そこで，

C地区の花卉複合農家の水稲共済への加入意向率（全村意識調査による現行掛け

金水準）をみると100％となっていた（注！4）。前節の考察によれば，花卉複合

農家は経済的対応としての共済の所得補填効果は花卉部門の所得によって相対的

には希薄となる。しかしながら，花卉複合農家は部門単独でリスクマネジメント

を追求しているのである。そこに様々な対策実施の障害要因が存在するために，

特に水稲共済加入という冷害リスク対策を必要視する方向に傾倒していったもの

と考えられる。すなわち「共済依存型」リスクマネジメントとなるのである。

7．結　二一水稲共済の経営門下義一

　Aereboe（1923）　『農業経営学』　（永友繁雄訳）には，第4章　経営管理論に

「農業保険への加入」という節が設けられている（注15）。農業保険研究は農

業経営管理論における一分野として古くから存在していたのである。しかしなが

ら，わが国の農業共済（保険）研究は，山内豊二による一連；の研究（1950年代

が中心，　「参考文献」の山内論文参照）以降，極めて稀少な研究分野となってお

り，現状における共済制度，効果，保険需要に関する実態的把握はなされてこな

かった。そこで，本稿では

①水稲共済は農業経営にいかなる効果を果たしているのか。

②経営主体はリスクマネジメントとして水稲共済をどのように認識し，経営内

　　に結合させているのか。

以上の2点を明らかにすることを目的として考察をすすめてきた。

　水稲共済の継続保険効果は単収変動に強く規定されている。災害多発期にはそ

　　　　　　　　　　　　　　　一34一



の効果を大いに発揮した水稲共済が，逆に安定期にはほぼ「掛け捨て」となる側

面がみられたのであるが，長期タームで見れば支払掛け金を上回る共済金を農家

が受給していることがわかった。これは全国的に見ても同様の結果が得られてお

り，水稲共済の経営士効果が認められた。

　さて，本稿の第2の課題として，水稲共済に対する主体的認識について考察を

行った。ここで明らかになったことは以下の5点である（表8参照）。

　①経営主体は93年の大冷害年において所得補填効，果を享受したのにもかかわ

　　らず，トーータルの共済差引を過小評価している傾向がある。

　②しかしながら，水稲共済の潜在的保険需要は極めて高い。

　③被害率の低い（被害僅少）農家はリスクマネジメントそのものに対する意識

　　が強くなく，リスクマネジメントが水稲共済のみに依存する傾向がある。

④逆に被害率の高い（被害甚大）農家はリスクマネジメントそのものに対する

　　意識が強いことから，様々な被害軽減策を積極的に講じることによって，

　　リスクマネジメントにおける水稲共済の依存度は相対的に低くなる。

⑤経営における水稲の地位の低い農家，特に集約的，かつ水稲との競合関係に

　　ある花卉を導入した水田複含経営においては，冷害リスク対策徹底の障害

　　要因の存在によって冷害リスクが増幅するのであるが，リスクマネジメン

　　トにおける水稲共済への依存度は高いことが確認された。

表8　水田作経営のリスクマネジメントの特徴

被害僅少農家 被害甚大農家 花卉複合農家

水稲共済の加入意向 高 高 高

冷害リスク対策
iRisk－Co臆ol）

93年の冷害リスク対策の徹
齠xは相対的に低い。

冷害リスク対策意識は強く
C積極的実施

花齊部門による対策徹底の
瘧Q要因が存在

　経済的対応

iRisk－Fina蕨cing）

所得補」真効堪は村1対’的に小

ｳいカ㍉　共済が経済的対’応

ﾆしての唯一一の手段

所得補填効・果はイ萌めて．大き

｢が，その他の経済的対応
ﾉも積極的

花卉の収入から共済の経済
I．亟要性はややfL受位

リスクマネジメント 「共済依存型」 「共済利月」型」 花卉による危険分散意識は
ｳく，「共済依存型」

注1　ただし，「冷害リスク対策」は水稲共済を除く。

　2　被害僅少農家の対策徹底度に関しては93年冷害に限った相対的な徹底度である。

　　　自然条件の有利さから，その対策徹底の必要性が薄かったことも当然考えられ

　　　る。
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　水稲共済の潜在的保険需要に関しては，被害僅少農家が加入を希望せず，逆

選択が発生することが予想されたのであるが，実際には被害僅少農家の需要は高

く現れた。これは被害僅少農家が共済以外の諸対策（対応）に対して相対的に意

識が希薄であったために「共済依存型」リスクマネジメントとなっていたことに

よるものである。これは花卉複合経営についても同様であり，　「共済依存型」リ

スクマネジメントは諸対策（対応）の（93年冷害の）相対的な徹底度の低さから

くる消極的な加入を意味しているということができる。これは次の2つの事実か

ら理解できる。

　第1に，前掲図3において掛け金が2倍になったケースの被害僅少地区の加入

意向が特に低かったこと。第2に，C地区の花卉複合農家の加入意向が100％で

あることを述べたが，その反面，掛け金が2倍になったケースにおける加入意向

率は0％を示したということ，である。

　すなわち，共済依存型諾？肖極的加入意向であるために，加入意向を示しながら

もそれは共済への「強い」必要視意識ではなかったのである。したがって，　「共

済依存型」と「共済利用型」リスクマネジメントそれぞれにおける加入意向は表

面上は同程度の率を示しながらも，主体的認識において質的な差異が存在してい

るといえるのである。

　農業経営計画の基本的コンセンサスには，所得追求的な経営計画と安定選好的

な経営計画の2つがある。今後，さらなる高価格・良食味米を追求するあまり，

所得・追求一辺倒のHigh　Risk　High　Retum経営の増加にさらに拍車がかかる可能

性が考えられる。いわば安定選好的な考え方を喪失するケースである。このよう

な経営における水稲共済の経営的意義は，安定選好的経営のそれとは大きく性格

を異にするものであり，水稲共済の経営的意義に著しい質的差異が存在している

のである。今後の農業経営のリスクマネジメント研究において農業共済を扱う際

には，この経営的意義の質的差異について，深慮が不可欠となるであろう。
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（注）

（注1）本修士論文の構成を図示しておく。
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ﾉよる継続保険効果
i時問的・地域的）

@継続保険効果の

@　　把握度共済効果規定要脚に

ﾖする仮説の析出

継続保険痴呆の

実態とその認識

水稲共済の継続保険効果

第5章 第6章

水稲共済の

i一体的評価

risk

対策

共済

加入

水田複合経営

のRMと共済

危険

分散

水稲

共済

災害

抵抗性

　経営内
水稲ウェイト

RMにおける水稲共済

水稲共済の所得補駐‘鋤果

第7章

結論

第2章

第3章

第4章

第5章

第6章

対象地区・農家

空知・上川（北海道中核稲作了1釧∫村）

北村（．被害僅少・甚．大農家）

北村（被害僅少・甚大農家）

北村（花井複合経営農家）

付図　本修論の構成

注1：RMはリスクマネジメントの略。

2：L』は嫡燃，○はRM
　　　としての主体的認識に1饗する分析を示す。

（注2）日本農業新聞1996年2月14臼に「食管法から食糧法へ」　「『任意』が

　　　　本来の筋」といった，早くも加入任意化を求める動きの萌芽が窺われ
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　　　る記事が掲載されている。

（注3）津久井（1995）は畑作経営におけるリスクマネジメントとして作付構

　　　成と畑作物共済のリスク軽減効果に関する研究を行っている。また，

　　　リスク・コントロール，リスク・ファイナンシングという用語を農業

　　　経営に援用した最初の研究でもある。

（注4）亀井（1995）pp．149～15！

（注5）水稲共済は当然加入制を採用しており，加入が積極的な対策とはいえ

　　　ない面があるが，本稿では共済の有用性を分析するという立場から，

　　　これを対策の一つとして加えることにする。

（注6）ここで20年というタームをとったのは「農業共済事業が原則として20

　　　年間で収支均衡が達成されるように保険設計がなされている」吉井

　　　　（1993）ことによる。例えば，水稲共済の掛け金算定の基礎となる危

　　　険率は過去20年間の被害実績をもとに計算されている。

　　　　また，ここでの差引には無事戻し金，共済賦課金も共済差引計算に含

　　　めた。共済差引＝（共済金＋無事戻し金）一（掛け金＋共済賦課金）

（注7）水稲共済の国庫負担率は現在一律50％となっている。したがって，こ

　　　の（b）の設問は国庫負担が撤廃されたケースと考えることができる。

（注8）93年は北村の全ての地区に何らかの被害が発生した年であることから，

　　　同年の被害率の大小が災害抵抗性の強弱を端的に示しうるものと考え

　　　られるため，この被害率を災害抵抗性の指標とする。

（注9）岡地区に花卉生産が導入されたのは1987年である。

（注10）　「北海道産の主要な切花…　　（は），稲作の複合経営が多いので，

　　　稲作部門の農繁期（4～5月，9月下～10月中）に関する作型が作ら

　　　れない…　　」長尾・三間・西村（1990）p。52

（注11）全村意識調査によれば，早朝入水が399％，夕方入水が58．0％であっ

　　　た。

（注12）C地区の花卉の出荷先は全て農協であり，出荷の時間帯は，月，水，

　　　金の札幌向けの出荷日はAM5：30まで，火；木，土の道外向けの出荷：

　　　日はAM8：00までと指定されている。

（注13）これは頼がHeady，E．0．（1952）　“Economics　of　A琴ricultural

　　　Pfoduction　and　Resource　Use”Prenもice・Ha11を参照して使用した用語

　　　であり，わが国の農業経営学に初めてリスクマネジメントを紹介した

　　　ものであった。阿部（1992）参照。
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（注14）

（注15）

対象戸数が少ない（11戸）ため，この「100％」の解釈については十

分注意が必要となるが，少なくとも加入意向が低くはないことが窺わ

れる。

ただし，ここでAereboeのいう農業保険とは本稿が対象とした農業共済

だけではなく，生命保険，損害保険などをも全て含めた総括的な保険

を対象としている。ちなみにドイツの農業保険（作物保険）は電害保

険という特定災害への補償であった
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